様式第３号（第７条関係）

誓約書

[bookmark: _Hlk238554495]家庭用防犯カメラ設置支援臨時経済対策事業補助金（以下「補助金」という。）の交
付申請に当たり、下記のとおり誓約します。
なお、誓約事項に関し、市が行う一切の措置に異議なく同意します。

記

【補助対象者に関する事項】
１　家庭用防犯カメラを設置する市内の住宅に住所を有し、本市の住民基本台帳に記録されています。
２　私は、過去にこの要綱による補助金の交付を受けていません。また、家庭用防犯カメラを設置する住宅について、過去にこの補助金の交付を受けたことはありません。
３　私は、本市に納付すべき税を滞納していません。
４　私及び当該住宅に居住する者は、たつの市暴力団の排除に関する条例に規定する暴力団、暴力団員又は暴力団密接関係者ではありません。また、市長が必要と認める場合には、警察に照会することに同意します。
５　補助金交付後、この補助金の交付要件を満たさないこと、虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付を受けたことが判明し、交付決定が取り消された場合は、指示に従い速やかに補助金を返還します。

【維持管理及び適正な運用に関する事項】
１　家庭用防犯カメラの周辺に、交付決定時に市から配布される「家庭用防犯カメラの設置を示す表示シール」を設置します。
２　家庭用防犯カメラの設置場所は、住宅の敷地内（屋外に限る。）です。住宅内部等の私的空間が映り込まないよう撮影範囲を調整する等、近隣住民のプライバシーの保護に配慮します。
３　（該当ありの場合のみ）撮影範囲に含まれる土地・建物の所有者、管理者及び居住者等から撮影の承諾を得ています。共同住宅で共用部分を撮影する場合は、撮影される特定の個人から承諾を得ています。
４　画像データの加工又は不必要な複写は行いません。
５　記録媒体を施錠可能な保管庫等に保管する等、盗難及び滅失の防止に努めます。
６　家庭用防犯カメラは、撮影した画像データを１日２４時間かつ７日間以上記録できる状態を維持して運用します。画像データの保管期間は必要最小限とし、保管期間が経過した画像データは速やかに、かつ復元が不可能となるよう確実に消去します。
７　撮影した画像データ及び記録媒体を、法令に基づく場合その他正当な理由がある場合を除き、第三者に提供しません。また、犯罪抑止の目的以外にはこれを使用せず、他人のプライバシーを侵害することのないようにします。
８　取得した家庭用防犯カメラを善良な管理者の注意をもって管理します。
９　家庭用防犯カメラの設置及び運用に関して苦情又は問合せを受けた場合は、管理責任者として誠実かつ迅速に対応し、近隣住民等との紛争が生じたときは、責任をもって対応します。
１０　（該当ありの場合のみ）追跡機能を有する家庭用防犯カメラの場合、当該機能を使用せずに運用します。

　　【市が行う措置等への同意】
１　警察から市へ家庭用防犯カメラの設置に関する照会があった場合は、その設置　場所その他必要な事項について、警察に情報提供することに同意します。
２　要綱第１４条に基づき市が行う交付決定の取消し等の措置について、異議を述べません。
３　地方自治法第２２１条第２項の規定により市が行う調査等の措置について、異議を述べません。
第２２１条
２　普通地方公共団体の長は、予算の執行の適正を期するため、工事の請負契約
者、物品の納入者、補助金、交付金、貸付金等の交付若しくは貸付けを受けた
者(補助金、交付金、貸付金等の終局の受領者を含む。)又は調査、試験、研究
等の委託を受けた者に対して、その状況を調査し、又は報告を徴することがで
きる。

· 上記内容を確認しました。
 
   令和　　年　　月　　日

たつの市長　様

                        住　所　　　　　　　　　　　　　　

                        氏　名　　　　　　　　　　　　　　


